
様式第9 （第17条関係）

※受理年月日
※処理年月日

定　期　報　告　書

九州経済産業局長 殿

平成  29  年  7  月  24  日

住　所 宮崎県宮崎市大字小松1133番地

法人名 一般財団法人潤和リハビリテーション振興
財団

法人番号 4350005000106

代表者の役職名 代表理事
印

代表者の氏名 大野　和男

　エネルギーの使用の合理化等に関する法律第１５条第１項の規定 （法第１９条の２第１項において準用する
場合を含む。） の規定に基づき、次のとおり報告します。

特定事業者番号：0040281



・前回報告からの事業者の名称及び所在地についての変更の有無

変更前の事業者の所在地

変更前の事業者の名称

有の場合

無

備考　「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、行っている事業について、日本標準産業分類の細分類に従い、 分
　　　　類の名称及び番号を記入すること。

有

本部事務局　総務人事部長職名

古沢　賢二郎氏名

エネルギー管理士免状番号又は講習終了番号

01-2010-3-08323

エネルギー管理企画推進者の
職名・氏名・勤務地・連絡先 〒 880-2112勤務地

宮崎県宮崎市大字小松1119番地

電話 （ 0985-47-3744 ）

FAX （ 0985-47-5202 ）

メールアドレス
d.kurogi@junwakai.com

特定排出者番号

〒

一般病院

8

主たる事務所の所在地

3

事業者単位の報告

8

1

特定事業者番号又は
特定連鎖化事業者番号

一般財団法人潤和リハビリテーション振興財団

宮崎県宮崎市大字小松1119番地

4

細分類番号

0040281

8

3

事業者の名称

8

特定‐第１表 事業者の名称等

1

0 0

主たる事業

50

880-2112

エネルギー管理統括者の
職名・氏名

職名

氏名

業務執行理事

東　明

特定事業者番号：0040281



千m3

t

エネルギーの種類

数値

石油アスファルト

原油 （コンデンセートを除く。）

都市ガス

20

液化天然ガス
（LNG）

k l

k l

k l

11

ナフサ

t

コークス炉ガス

k l

千m3

無煙炭

B・C重油

千m3

その他の燃料

可燃性天然ガス

25液化石油ガス
（LPG）

t

高炉ガス

平成28年度

灯油

一般炭

866

k l

販売した副生エネルギーの量使用量

熱量 GJ

石炭

千m3

A重油

原料炭

購入した未利用熱の量

千m3

数値

t

特定－第２表 事業者のエネルギーの使用量及び販売した副生エネルギーの量

石油系炭化
水素ガス

388

0

k l

数値

コールタール

燃

料

及

び

熱

17,848
転炉ガス

t

k l

千m3

原油のうちのコンデンセート （NGL）

熱量 GJ

k l

軽油

石油ガス

1

揮発油

石炭コークス

石油コークス t

t

t

単位

熱量 GJ

t

その他可燃性
天然ガス

()

40,040

（

(T)

3,780

6,266

GJ

千kWh

温水

105

自家発電

合　計 GJ

）
夏期・冬期における

電気需要平準化時間帯

対前年度比 （%）

小計

前年度原油換算kl

産業用蒸気

(T)'

25,307

(S)

産業用以外の蒸気

夜間買電 千kWh

61,103

冷水

1,961

電気
事業者

18,749

1,862

GJ

）

千kWh

2,060

その他
千kWh

79,852

387

(

千kWh 4,016

GJ

上記以外の買電

電

気

2,538

GJ

千kWh

原油換算 kl

GJ

昼間買電

17,283

小計

備考　「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数であるため「（）」としている。
　　　「電気」の「小計」で重複計上しないこと。
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特定－第３表 事業者の全体及び事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位等及び電気需要平準化評価原単位等

１　エネルギーの使用に係る原単位等

エネルギー
の使用量
（原油換算
ｋｌ）

　　　A

エネルギーの
使用に係る原
単位の対前年
度比の寄与度
（％）
　 Ｉ=Ｄ×Ｈ
　　 /100

 　Ｃ=Ａ-Ｂ
 　　　-Ｂ’

番
号

生産数量又は建
物延床面積その
他のエネルギー
の使用量と密接
な関係をもつ値
 　　　　Ｅ

事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位等の計算

エネルギーの
使用に係る原
単位の対前年
度比（％）

　　Ｈ=F/Ｇ
　　 ×100

エネルギーの
使用に係る原
単位

　　Ｆ=Ｃ/Ｅ

エネルギーの
使用に係る前
年度の原単位

　　　　Ｇ

Ｃの構成割
合（％）

 　Ｄ=Ｃ/Ｕ
　 ×100

事業分類

購入した未
利用熱の量
（原油換算
ｋｌ）

　　　Ｂ’

販売した副
生エネルギ
ーの量
（原油換算
ｋｌ）

　　　Ｂ

13.1%

細分類
番号

4  (単位：

介護老人保健施
設

)

1

5

工場等に
係る事業
の名称 延床面積 (名称：

2

246

ｍ２8

0.039320 11.9%
)

5671246 110.3%
①

0.043380

2.1%

細分類
番号

7  (単位：

専修学校

)

2

1

工場等に
係る事業
の名称 利用者数 (名称：

1

41

人8

0.17620 2.0%
)

22741 102.5%
②

0.18060

0.3%

細分類
番号

4  (単位：

通所・短期入所介
護事業

)

3

5

工場等に
係る事業
の名称 延床面積 (名称：

3

6

ｍ２8

0.023900 0.3%
)

2516 100.0%
③

0.023900

5.0%

細分類
番号

4  (単位：

有料老人ホーム

)

4

5

工場等に
係る事業
の名称 延床面積 (名称：

6

91

ｍ２8

0.015330 4.4%
)

521891 113.8%0.017440

-

細分類
番号

2  (単位：

配達飲食サービ
ス業

)

5

7

工場等に
係る事業
の名称 食数 (名称：

1

1

食7

0 -
)

2251 -0.0044440

84.7%

細分類
番号

1  (単位：

一般病院

)

6

3

工場等に
係る事業
の名称 延床面積 (名称：

1

1,675

ｍ２8

0.044410 81.4%
)

362731,675 104.0%0.046180
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-

Ｘ Ｙ=Ｗ/Ｘ×100

2,060

Ｗ

0

)

100％

-

 　Ｕ　（合計）S　（合計）

)-

 　Ｔ　（合計）

105.2%

 　Ｔ’ （合計）

 (単位：

V

Ｚ=①＋②＋③
＋・・・

-

2,060

 (名称：

- -
0事業者全体

備考　　１　エネルギー管理指定工場等及びエネルギー管理指定工場等以外の工場等を事業分類ごとに合計した値をそれぞれ記入する。
　　　　２　工場等に係る事業の名称及び細分類番号は、原則として日本標準産業分類とする。事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。
　　　　３　事業者全体の 「エネルギーの使用に係る原単位 Ｗ」 の算出が難しい場合は、 「エネルギーの使用に係る原単位の対前年度比の寄与度の合計値 Ｚ」を事
　　　　　　業者全体のエネルギーの使用に係る原単位の対前年度比としてもよい。その際、 Ｖ Ｗ Ｘ Ｙ は記入不要。
　　　　４　事業者全体の 「エネルギーの使用に係る原単位 Ｗ」 が算出できる場合は、事業分類ごとの Ａ Ｂ Ｂ’ Ｃ 及び事業者全体の Ｓ から Ｙ までを記入すること。
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事業分類ごとの電気需要平準化評価原単位等の計算
電気需要平準
化評価原単位
の対前年度比
の寄与度（％）

　　　Ｉ'=
Ｄ×Ｈ'/100

購入した
未利用熱
の量
（原油換算
ｋｌ）

　　　Ｂ’

電気需要平
準化時間帯
の買電量
（原油換算
ｋｌ）

　　　A'

 　　　 Ｃ '=
Ａ＋Ａ'×（評
価係数－１）
－Ｂ－Ｂ’

番
号

電気需要平準
化評価原単位
の対前年度比
（％）

　　　Ｈ'=
F'/Ｇ'×100

事業分類

前年度の電
気需要平準
化評価原単
位

　　　　Ｇ'

Ｃの構成割合
（％）

  　　　Ｄ
（特定第３表１
 のDと同じ値）

生産数量又は
建物延床面積
その他のエネ
ルギーの使用
量と密接な関
係をもつ値

 　　　　Ｅ

販売した
副生エネ
ルギーの
量（原油換
算ｋｌ）

　　　Ｂ

エネルギー
の使用量
（原油換算
ｋｌ）

　　　A

電気需要平
準化評価原
単位

　　　Ｆ'=
　　 Ｃ '/Ｅ

２　電気需要平準化評価原単位等

5671 ①'介護老人保健施
設

工場等に
係る事業
の名称

246 065 0 延床面
積

 (名称： 110.7% 13.2%266 11.9% 0.04682 0.04229)
1

ｍ２ (単位：細分類
番号

8 5 4 2
)

227 ②'専修学校工場等に
係る事業
の名称

41 027 0 利用者
数

 (名称： 102.1% 2.0%49 2.0% 0.2163 0.2119)
2

人 (単位：細分類
番号

8 1 7 1
)

251 ③'通所・短期入所介
護事業

工場等に
係る事業
の名称

6 04 0 延床面
積

 (名称： 100.0% 0.3%7 0.3% 0.02869 0.02869)
3

ｍ２ (単位：細分類
番号

8 5 4 3
)

5218有料老人ホーム工場等に
係る事業
の名称

91 033 0 延床面
積

 (名称： 113.4% 5.0%101 4.4% 0.01934 0.01706)
4

ｍ２ (単位：細分類
番号

8 5 4 6
)

225配達飲食サービ
ス業

工場等に
係る事業
の名称

1 01 0 食数 (名称： - -1 - 0.005778)
5

食 (単位：細分類
番号

7 7 2 1
)

36273一般病院工場等に
係る事業
の名称

1,675 0524 0 延床面
積

 (名称： 103.7% 84.4%1,832 81.4% 0.05051 0.04871)
6

ｍ２ (単位：細分類
番号

8 3 1 1
)
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Ｖ -

2,256

-

100％

　 （合計）  　Ｔ　（合計）

-653
-

 　Ｕ'　（合計）

0

 　Ｓ　（合計） Ｙ'=Ｗ’/
Ｘ'×100

2,060  (単位：

Ｚ'=①'＋②'＋
③’＋・・・

-
)

 　Ｔ'　（合計） Ｘ'

0

 (名称：

Ｗ'

-
)事業者全体

104.9%

備考　　１　エネルギー管理指定工場等及びエネルギー管理指定工場等以外の工場等を事業分類ごとに合計した値をそれぞれ記入する。なお、工場等の事業分類は 「特定－第３表
　　　　　　１エネルギーの使用に係る原単位等」 と同じでなければならない。
　　　　２　事業者全体の 「電気需要平準化評価原単位 Ｗ'」 の算出が難しい場合は、 「電気需要平準化評価原単位の対前年度比の寄与度の合計値 Ｚ'」 を事業者全体の電気
　　　　　　需要平準化評価原単位の対前年度比としてもよい。その際、 Ｖ Ｗ' Ｘ' Ｙ' は記入不要。
　　　　３　事業者全体の 「電気需要平準化評価原単位 Ｗ'」 が算出できる場合は、事業分類ごとの Ａ Ａ' Ｂ Ｃ' 及び事業者全体の Ｓ から Ｙ' までを記入すること。
　　　　４　Ｃ' の評価係数は1.3とすること。

特定事業者番号：0040281



特定‐第４表　事業者の過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の変
　　　　　　　化状況

１　エネルギーの使用に係る原単位

５年度間平均原
単位変化平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

エネルギーの使用に係る原単位

(J) (K) (L) (M)対前年度比 （％）
106.1% 99.1% 98.8% 105.2% 102.2%

備考　特定－第３表１において事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位の対前年度比の寄与度から
　　　　「事業者全体のエネルギーの使用に係る原単位の対前年度比 （%） Z 」を求めた場合は、対前年度
　　　　比 （%） のみ記入する。

２　電気需要平準化評価原単位

５年度間平均原
単位変化平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

電気需要平準化評価原単位

(J)' (K)' (L)' (M)'
対前年度比 （％） 98.6% 104.9% -

備考　特定－第３表２において事業分類ごとの電気需要平準化原単位の対前年度比の寄与度から「事業
　　　　者全体の電気需要平準化評価原単位の対前年度比 （%）  Z’ 」を求めた場合は、対前年度比 （%） のみ
　　　　記入する。

特定事業者番号：0040281



特定－第５表　エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位が改善できなかった場合の理由

１　事業者の過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位が年平均１％以上改善できなかった場合（イ）
　　又は事業者のエネルギーの使用に係る原単位が前年度に比べ改善できなかった場合 （ロ） の理由

（イ）の理由

平成24年度に対し平成25年度は電気使用量の伸びが大きく、法人全体の約75％を占める潤和会記念病

院で、特に夏季の猛暑により空調（電気空調及びガス吸収式空調）の稼働時間が増え、電気及びガス

使用量がともに対24年度比8％増、前年度比で106.1％となっている。平成28年度は、年間平均気が観

測史上2番目に高い年となり、夏季の気温上昇に伴う空調負荷増大とガス吸収式空調の稼働時間が増

えたことが主な要因となり、対27年度比原油換算エネルギー使用量で105.1％、同じく原単位対比で

105.2％となっている。平成26～27年度は順調に削減を行えていたが、昨年度の伸びと、平成25年度

の伸びを他年度の削減率をもっても吸収できなかった結果、5年度間平均で1％以上の改善ができない

結果となった。

（ロ）の理由

（イ）の記載同様、年間平均気温の上昇に伴う空調負荷の増大および、ガス吸収式空調の稼働時間が

増えたことが主な要因と考えられる。

備考　（イ）及び（ロ）共に該当する場合、双方記載すること。

２　事業者の過去５年度間の電気需要平準化評価原単位が年平均１％以上改善できなかった場合 （ハ） 又は
　　事業者の電気需要平準化評価原単位が前年度に比べ改善できなかった場合 （ニ） の理由

（ハ）の理由

（ニ）の理由

（イ）の記載同様、年間平均気温の上昇に伴う空調負荷の増大および、ガス吸収式空調の稼働時間が

増えたことが主な要因と考えられる。実際に、7～9月にかけては上記理由により対前年比で7.4％増

となっているが、12月～3月は対前年比で3.0％の減となっており、夏季の増分を冬季で吸収できなか

ったことが原因である。

備考　（ハ）及び（ニ）共に該当する場合、双方記載すること。

特定事業者番号：0040281



対象事業のエネルギー使用量
（原油換算kl）

特定－第６表　ベンチマーク指標の状況 （該当する事業者のみ記入）

区分
対象となる事業の名称

（セクター）
ベンチマーク指標の状況

（単位）

年３月３１日経済産業省告示第６６号）の別表第６に規定する区分のいずれかを記入すること。
備考　「区分」の欄には、工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準（平成２１

特定事業者番号：0040281



特定－第７表　判断基準のベンチマークの状況に関し、参考となる情報

３　　電力供給業のベンチマーク指標の向上に関して共同で実施した措置に関し、参考となる情報

２　　電力供給業のベンチマーク指標の算出に関し、参考となる情報

発電効率
（％）

火力発電量に占める発電量比率
（％）

発電方式

石炭による火力発電

ガスによる火力発電

石油その他の燃料に
よる火力発電

備考　電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電方式ごとの「発電効率」と「火力発電量に
　　占める発電量比率」を記入すること。

１　　判断基準のベンチマークの状況に関し、参考となる情報

特定事業者番号：0040281



Ⅰ　エネルギーの使用の合理化の基準

特定－第８表　事業者のエネルギーの使用の合理化に関する判断の基準の遵守状況

整備している■
ア．エネルギーの使用の合理化を図るための管理体制の整備状況

）整備していない　（整備完了予定年□

配置している■
イ．エネルギー管理に係る責任者の配置状況

配置していない□

整備している■ウ．設置している工場等又は加盟している工場等におけるエネルギーの使用の
　　　　　合理化の取組方針（エネルギーの使用の合理化に関する目標、設備の新設
　　　　　及び更新に対する方針）（以下「取組方針」という。）の整備状況 □ 一部整備している

）整備していない　（整備完了予定年□

実施している■エ．設置している工場等又は加盟している工場等における取組方針の遵守確認
　　　　　及び評価状況（評価結果が不十分である場合には、その改善の状況） □ 一部実施している

実施していない□

実施している■

一部実施している□オ．取組方針及び遵守状況の評価手法の精査、必要に応じた変更の状況

実施していない□

実施している■

一部実施している□カ．エネルギーの使用の合理化を図るために必要な資金・人材の確保の実施状況

実施していない□

実施している■キ．設置している工場等又は加盟している工場等における従業員への取組方針の
　　　　　周知の実施状況及びエネルギーの使用の合理化に関する教育の実施状況 一部実施している□

実施していない□

整備している■ク．設置している工場等又は加盟している工場等に係る名称、所在地及びエネ
　　　　　ルギー使用量を記載した書面並びにア．の管理体制、ウ．の取組方針及び
　　　　　エ．の遵守状況・評価結果を記載した書面の作成、更新、保管状況 一部整備している□

整備していない　（整備完了予定年 ）□

ISO50001の活用状況 認証取得を検討している　（取得予定年

□

検討していない

認証取得している

）□

■

Ⅱ　エネルギーの使用の合理化の目標及び計画的に取り組むべき措置
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特定－第９表　その他事業者が実施した措置

措　置　の　概　要

１　エネルギーの使用の合理化に関する事項

平成28年度においては、潤和会記念病院の集中治療室の天井に設置している水銀灯照明を、LED照明

へ入替工事を実施し、消費電力の削減を行った。今後もLED照明への入替については、計画的に実施

していく予定。また、夏季及び冬季の節電運動についても例年通り実施している。

措　置　の　概　要

２　電気の需要の平準化に資する措置に関する事項

平成28年度においては、潤和会記念病院の集中治療室の天井に設置している水銀灯照明を、LED照明

へ入替工事を実施した。施設の性格上、年を通して昼間時間帯も点灯している電灯であるため、平準

化効果に資するものと思われる。また、LED照明への入替については、今後も計画的に実施予定。
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3　新設した発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ記入）

設備を設置した工場等の名称

設備を設置した工場等の所在地

運転開始年月日

設備容量（kW)

設備の名称

設備に投入するバイオマス燃
料のエネルギー量(GJ)

設計効率(発電機・HHV)(％)

設備に投入する副生物のエネ
ルギー量(GJ)

設備から得られる電気のエネルギ
ー量(千kWh）

設備から得られる熱のエネルギー
のうち熱として活用された量(GJ）

設備に投入するエネルギー量(GJ)

発電専用設備の新設に当たっての
措置の適用に関する配慮事項

（ ）％％

燃料種ごとの基本情報
（①燃料種名、②年間使用量、③
熱量構成比（％）、④原料原産国
（バイオマス燃料のみ記入））

〒

備考　１　電気事業法第2条第1項第 14 号に定める発電事業の用に供する発電専用設備であって、当該年度
　　　　に運転開始したもののみ記入すること。ただし、離島に設置したものは除く。
　　　２　「燃料種ごとの基本情報」の欄には、新設時に想定する項目を記入すること。
　　　３　「設計効率」の欄には、新設時に想定する定格時の発電効率を記入すること。
　　　４　バイオマス燃料を混焼する場合のみ、「設計効率」の欄にはバイオマス燃料の代わりに石炭等の化
　　　　石燃料を使用することを想定した設計効率を記入し、括弧内にバイオマス燃料を使用する場合の設
　　　　計効率を記入すること。
　　　５　「設備から得られる電気のエネルギー量」「設備から得られる熱のエネルギーのうち熱として活用
　　　　された量」「設備に投入するエネルギー量」「設備に投入する副生物のエネルギー量」「設備に投入
　　　　するバイオマス燃料のエネルギー量」の欄には、「設計効率」の欄に記入する発電効率の算出に関し
　　　　て用いた新設時に想定する年間の量を記入すること。
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４　バイオマス混焼を行う発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ記入）

設備を設置した工場等の名称

設備を設置した工場等の所在地

運転開始年月日

設備容量（kW)

設備の名称

設備に投入したバイオマス燃
料のエネルギー量(GJ)

設備に投入した副生物のエネ
ルギー量(GJ)

設備から得られた電気のエネルギ
ー量(千kWh）

設備から得られた熱のエネルギー
のうち熱として活用された量(GJ）

設備に投入したエネルギー量(GJ)

３月

６月

１２月

１月４月
月別実績効率（発電端・HHV）
（％） ７月５月

月別バイオマス燃料熱量構成比
（％）

３月８月

５月 ７月 １０月

９月

６月

２月

１月

１１月

９月４月

１０月

１１月 平均

１２月

８月

平均

２月

燃料種ごとの基本情報
（①燃料種名、②年間使用量、③
熱量構成比（％）、④原料原産国
（バイオマス燃料のみ記入））

報告対象年度

設計効率(発電機・HHV)(％) ）％（％

〒

備考　１　電気事業法第２条第１項第 14 号に定める発電事業の用に供するバイオマス混焼を行う発電専用
　　　　設備であって、平成28年度以降に運転開始したもののみ記入すること。
　　　２　「設計効率」の欄には、当該設備の新設時に報告した様式第９の特定－第９表３の「設計効率」
　　　　の欄又は様式第 11 の特定－第９表３の「設計効率」の欄 に記入した数値を記入すること。
　　　３　「設備から得られた電気のエネルギー量」「設備から得られた熱のエネルギーのうち熱として活用
　　　　された量」「設備に投入したエネルギー量」「設備に投入した副生物のエネルギー量」「設備に投入
　　　　したバイオマス燃料のエネルギー量」の欄には、「月別実績効率」の「平均」の欄に記入する発電
　　　　効率の算出に関して用いた新設時に想定する年間の量を記入すること。
　　　４　「月別実績効率」の欄には、バイオマス燃料を使用する場合の実績効率を記入すること。
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特定－第１０表　事業者の設置する工場等のうちエネルギー管理指定工場等の一覧

現在の指定区分
（指定区分に変更がある
場合には、□を■とする）

エネルギー
管理指定
工場等番号

工場等の名称 工場等の所在地
日本標準産業
分類における
細分類番号

工場等に係る
事業の名称

( 指定区分の変更
)手続きが必要

種第 なし 〒
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特定－第１１表　現在エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であって、エネルギーの使用
　　　　　　　　量が令第６条に定める数値以上の工場等の一覧

備考　１　本表に記載した工場等については、当該工場等ごとに指定－第１表から第１０表までに定められた事項を
　　　　　報告すること。
　　　２　備考１の報告の際には、指定－第１表から第１０表までの「エネルギー管理指定工場等」を「現在エネル
　　　　　ギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であって、エネルギーの使用量が令第６条に定める
　　　　　数値以上の工場等」とみなす。
　　　３　備考１の報告の際には、指定－第１表の「エネルギー管理指定工場等番号」及び「エネルギー管理者（員）
　　　　　の職名・氏名・連絡先」の欄は記入不要。

工場等の名称 工場等の所在地
日本標準産業分類に
おける細分類番号

工場等に係る
事業の名称

エネルギーの使用量
（原油換算ｋｌ）

なし 〒

特定事業者番号：0040281



特定－第１２表　事業者の全体及び事業分類ごとのエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効
　　　　　　　 果ガス算定排出量等

排出年度： 平成28年度

１　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量

エネルギーの使用に伴って
発生する二酸化炭素

番
号 事 業 分 類

一般病院

主たる事業

細分類番号 8 3 1 1特定事業者
全体 t-CO24,067

厚生労働大臣
当該事業を

所管する大臣

商標又は
商号等

介護老人保健施設工 場 等 に 係 る
事 業 の 名 称

489 t-CO28 5 4細　分　類　番　号 21

厚生労働大臣当　該　事　業　を
所 管 す る 大 臣

専修学校工 場 等 に 係 る
事 業 の 名 称

80 t-CO28 1 7細　分　類　番　号 12

厚生労働大臣当　該　事　業　を
所 管 す る 大 臣

通所・短期入所介護事業工 場 等 に 係 る
事 業 の 名 称

12 t-CO28 5 4細　分　類　番　号 33

厚生労働大臣当　該　事　業　を
所 管 す る 大 臣

有料老人ホーム工 場 等 に 係 る
事 業 の 名 称

182 t-CO28 5 4細　分　類　番　号 64

厚生労働大臣当　該　事　業　を
所 管 す る 大 臣

配達飲食サービス業工 場 等 に 係 る
事 業 の 名 称

2 t-CO27 7 2細　分　類　番　号 15

厚生労働大臣当　該　事　業　を
所 管 す る 大 臣

一般病院工 場 等 に 係 る
事 業 の 名 称

3,302 t-CO28 3 1細　分　類　番　号 16

厚生労働大臣当　該　事　業　を
所 管 す る 大 臣

特定事業者番号：0040281



備考１　　排出年度の欄には、当該年度を記入すること。
　　　２　　番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した温室効果ガス算定排出量を記載すること。なお、事業分類は、
　　　　 日本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。
　　　３　　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定は、地球温暖化対策の推進
　　　　 に関する法律に基づく命令の規定に基づいて行うこと。
　　　４　　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、次に掲げる量（他人への
　　　　 電気又は熱の供給に係るものを除く。）の合計量を記載すること。
　　　　　（１）　燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　　　　　（２）　他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　　　　　（３）　他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　　　５　　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量に、備考４ （２） に掲げる量が含まれ
　　　　 る場合は、本表に加えて特定－第１２表の ４の１ 及び ４の２ にも必要事項を記載すること。
　　　６　　本報告に係る特定排出者が、電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を設置し
　　　　 ている場合は、本表に加えて特定－第１２表の ２ に必要事項を記載すること。
　　　７　特定連鎖化事業者にあっては、商標又は商号等の欄に当該連鎖化事業に係る特定の商標、商号その他の表示に
　　　　 ついて記載すること。

番
号 事 業 分 類 エネルギーの使用に伴って

発生する二酸化炭素

主たる事業

細分類番号特定事業者
全体 t-CO2

0
当該事業を

所管する大臣

２　電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を設置している特定排出者に係る燃料
の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量

工 場 等 に 係 る
事 業 の 名 称

0 t-CO2細　分　類　番　号1

当　該　事　業　を
所 管 す る 大 臣

備考 １　　番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した排出量を記入すること。なお、事業分類は、日本標準産業分
　　　　 類（細分類）ごととする。また、事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。
　　　 ２　　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、特定－第１２表の １ の
　　　　 備考４ （１） に掲げる量を記載すること。
　　　 ３　　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定は、地球温暖化対策の推進
　　　　 に関する法律に基づく命令の規定に基づいて行うこと。

３　事業者の調整後温室効果ガス排出量

t-CO24,165調整後温室効果ガス排出量

備考　　調整後温室効果ガス排出量の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより算定した量を記載
　　　 する。

４の１　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化
　　 炭素の温室効果ガス算定排出量の算定に用いた係数

備考　本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、他人から供給された
　　　電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を
　　　記載すること。

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲

0.000509 t-CO2/kWh 九州電力(株)の実排出係数 九州電力(株)管内の工場等

0.000555 t-CO2/kWh イーレックス(株)の実排出係数 イーレックス(株)管内の工場等

0.000536 t-CO2/kWh (株)ナンワエナジーの実排出係数 (株)ナンワエナジー管内の工場等

0.000328 t-CO2/kWh
株式会社ミンガスの実排出係数 潤和会記念病院における当該事業

者からの買電に適用
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４の２　調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の調整後温室
　　 効果ガス排出量の算定に用いた係数

備考　本表の各欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定において、他人から供給された電気の使用に伴う
　　　二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を記載すること。

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲

0.000528 t-CO2/kWh 九州電力(株)の調整後排出係数 九州電力(株)管内の工場等

0.00041 t-CO2/kWh イーレックス(株)の調整後排出係数 イーレックス(株)管内の工場等

0.000547 t-CO2/kWh (株)ナンワエナジーの調整後排出係数 (株)ナンワエナジー管内の工場等

0.000328 t-CO2/kWh
株式会社ミンガスの調整後排出係数 潤和会記念病院における当該事業

者からの買電に適用

５　地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算出方法又は係数と異なる算定方法又は係数
の内容

備考１　本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる
　　　　算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法又は係数の内容について説明すること。
　　　２　他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数については、特定‐第12
　　　　表の4の1及び4の2に記載すること。

６の１　調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の量

備考　本表の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの合計量並びに環境
　　　大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種別ごとの合計量を記載すること。併せて、特定
　　　‐第１２表の６の２に、本欄に記載した国内認証排出削減量に係る情報を、特定‐第１２表の６の３
　　　に、本欄に記載した海外認証排出削減量に係る情報を記載すること。

種別 合計量

t-CO2

６の２　国内認証排出削減量に係る情報

削減量の種別

クレジット特定番号
無効化日

又は
移転日

無効化量
又は

移転量

t-CO2

合　　計　　量 t-CO2

備考１　本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
　　２　算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。
　　３　国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。
　　４　クレジット特定番号等の欄には、無効化又は移転した国内認証排出削減量を特定する番号を、クレジット
　　 ブロックのユニット開始番号とユニット終了番号を「～」でつなぐことにより記載すること。
　　５　無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上に記載された移転の日付を
　　　記載すること。
　　６　無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。
　　７　本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、特定排出者が無効化又は移転を行ったことを確認
　　　できる資料を添付すること。

６の３　海外認証排出削減量に係る情報

削減量の種別

識別番号 無効化日 無効化量

特定事業者番号：0040281



備考１　本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
　　２　算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。
　　３　識別番号の欄には、無効化した海外認証排出削減量を識別する番号のすべて（制度記号、ホスト国名
　　　コード、クレジット発行国名コード、クレジットブロックのユニット開始番号、クレジットブロックの
　　　ユニット終了番号、プロジェクト番号、クレジット発行回数、クレジット発行年、排出削減年
　　　を示す、アルファベット、記号、及び数字）を記載すること。
　　４　無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。
　　５　本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、特定排出者が無効化を行ったことを確認できる資
　　　料を添付すること。

t-CO2

合　　計　　量 t-CO2

７　権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無

１．　有

２．　無

権利利益の保護に係る請求の有無
(該当するものに○をすること)

その他の関連情報の提供の有無
(該当するものに○をすること)

２．　無

１．　有

備考１　本報告が地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条の３第１項の請求に係るものである場合は、左欄「
　　　　１．　有」に○をすること。
　　　２　同法第２１条の８第１項の規定による情報の提供がある場合は右欄「１．　有」に○をすること。
　　　３　本表の「１．　有」に該当する場合は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める書類
　　　　を本報告に添付すること。
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